
     

 

事 務 連 絡 

令 和 ４ 年 ３ 月 ２ ８ 日 
 

建設業関係団体等の長 各位 

              

国土交通省  

不動産・建設経済局  

国際市場課 

 

 

 

建設特定技能受入計画における報酬額の認定について 

 
 
 

 平素より国土交通行政の推進にご理解・ご協力をいただいており、誠にありがとうございます。 

  

さて、建設特定技能受入計画の認定審査の基準については、平成３１年３月付け「特定の分野に

係る特定技能外国人受入れに関する運用要領－建設分野の基準について－」等により公表してい

るところですが、今般、その更なる統一的運用を図るため、計画の審査事務を担う各地方整備局等

の担当部局に別紙のとおり通知致しましたので、お知らせ致します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  ＜別紙の内容についての問い合わせ＞ 

（一社）建設技能人材機構 03-6453-0220 

＜本依頼自体に関する問い合わせ＞ 

国土交通省不動産・建設経済局 国際市場課 03－5253-8111（内線：24624） 
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国 不 国 第 ６ ５ ４ 号 

令和４年３月２８日 

 

 各地方整備局等 建政部長等 各位 
 

国土交通省 

不動産・建設経済局 

国際市場課長 

 

建設特定技能受入計画における報酬額の認定について（通知） 

 

建設特定技能受入計画の認定審査の基準については、平成３１年３月付け「特定の分野に係る

特定技能外国人受入れに関する運用要領－建設分野の基準について－」等により公表されている

ところであるが、その更なる統一的運用を図るため、報酬額の認定について下記のとおり定め、

当該特定技能所属機関における新たな特定技能外国人の就労を内容とする令和４年６月１日以降

の申請から適用することとしたので、了知の上、よろしく取り計らわれたい。 

 なお、以下の記載は、１号特定技能外国人に対する報酬の支払が全て月給制により行われるこ

とを前提としていることを念のため申し添える。 

 

１．「同等の技能を有する日本人が従事する場合と同等以上の報酬額」の認定について 

 

① 申請者が１号特定技能外国人に支払いを予定する報酬額（※１）が、申請者が現に雇用す

る日本人建設技能者のうち当該１号特定技能外国人とその業務内容、経験年数、所持資格そ

の他の客観的な条件が相対的に最も類似する日本人の建設技能者の報酬額と比べ、正当かつ

合理的な理由なく低くなっているときその他不当に差別的なものとなっていると認められる

ときは、これを認定してはならない。 

 

② 上記①の比較を行った場合において、その比較対象とされた日本人の建設技能者に現に支

払われている又は支払いが予定されている所定内賃金（※２）の金額を当該日本人の建設技

能者の一月当たりの所定労働時間で除して得た金額が、当該日本人の建設技能者が所属する

事業所等が存する地域に係る地域別最低賃金（最低賃金法（昭和三十四年法律第百三十七号）

第九条第一項に規定する地域別最低賃金をいう。）に 1.1 を乗じて得た金額又は地域別最低賃

金の全国加重平均に 1.1 を乗じて得た金額を下回っているときは、職員の適切な処遇、適切

な労働条件を提示した労働者の募集その他の国内人材確保の取組を行っているとは認められ

ず、これを認定してはならない。 

 

③ 申請者が支払を予定する一月当たりの所定内賃金を当該１号特定技能外国人の一月当たり

の所定労働時間で除して得た金額が、当該１号特定技能外国人が所属する事業所等が存する

地域に係る地域別最低賃金に 1.1 を乗じて得た金額又は地域別最低賃金の全国加重平均に
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1.1 を乗じて得た金額を下回っているときは、当該１号特定技能外国人の技能経験がその報

酬額に反映されているとは認められず、これを認定してはならない。 
 

※１ 本通知において、賃金、給料、手当、時間外勤務手当、賞与その他名称の如何を問わ

ず、労働の対償として使用者が労働者に支払うすべての金銭をいう。 
 

※２ 本通知において、賃金、給料、地域手当、資格手当、住居手当その他名称の如何を問

わず、およそ通常の労働の対償として使用者が労働者に毎月安定的に支払う金銭をいい、

時間外勤務手当（いわゆる固定残業代を含む。）、休日出勤手当その他の専ら所定労働時

間以外の労働の対償として支払う金銭、通勤手当その他の二か月に一度以下の頻度で支

払う金銭、出張手当その他の実績に基づき支払う金銭又は皆勤手当その他の成否が未定

の条件の成就により支払う金銭を除くものとする。 
 

 

２．技能の習熟に応じた昇給の認定について 

  
① 申請者が１号特定技能外国人について予定する昇給の条件及び内容（※１）が、その雇用

する日本人の建設技能者のうち当該１号特定技能外国人と業務内容、経験年数、所持資格そ

の他の客観的な条件が相対的に最も類似する日本人の建設技能者に対する昇給の条件及び内

容と比べ、正当かつ合理的な理由なく不利なものとなっていると認められるときその他不当

に差別的なものとなっていると認められるときは、これを認定してはならない。 

 

② 申請者が１号特定技能外国人について定期昇給又はこれに類する昇給（※２）を予定して

いないときは、実務経験の蓄積による技能の習熟に応じた昇給がなされているとは認められ

ず、これを認定してはならない。また、定期昇給又はこれに類する昇給が予定されている場

合であっても、一年当たりに見込まれる一月当たり所定内賃金の上昇額が千円未満であると

きは、実質的な定期昇給とは認められず、これを認定してはならない。 

 
 

 ※１ 定期昇給のほか、資格・技能検定を取得した場合、建設キャリアアップシステムの

能力評価におけるレベルがステップアップした場合その他一定の条件を満たしたことを

理由として報酬額が上昇する場合における、当該条件の内容及び上昇額を含む。 

 

※２ 専ら勤続年数のみを条件とする毎年の所定内賃金の上昇又は概ね一年以内に達成さ

れることが確実であると見込まれる事項を条件とする所定内賃金の上昇をいう。 

 


